
◆目標管理者

②

【取り組み実績】
○まちづくり協議会への支援
　まちづくり協議会で専属の職員を３名まで雇用できるよ
う、まちづくり協議会運営交付金制度の拡大を行いまし
た。また、コミュニティ事業団と連携し、まちづくり協議会役
員や職員を対象とした、財務・労務等の研修を行い、まち
づくり協議会の安定した運営の支援を行いました。

【成果目標実績】
市民主役のまちづくりが進んでいると感じる市民の割合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14.8%

③

【取り組み実績】
　開発などにより、新たに整備された住宅地に対して、町
内会設立に向けての説明会を実施しました。

【成果目標実績】
町内会活動に参加している市民の割合　50.3%

④

【取り組み実績】
○中間支援組織への支援
　市民公益活動を推進するため、本市の中間支援組織と
して指定した草津市コミュニティ事業団の活動を支援しま
した。

○市民まちづくり提案制度の充実
　市民公益活動団体から、市との協働事業の企画を募集
したところ、3件の応募があり、2件の企画を採択しました。
採択事業は、平成28年度に実施します。

【成果目標実績】
　市民活動等の団体数　264団体
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『基礎的コミュニティの活性化』
　住民の価値観の多様化や共働き世帯の増加、都市化の進展
により地域コミュニティに対する関心が希薄化しています。

②

③

【取り組み】
○町内会への加入促進
　開発などにより新たに市内に住まわれた方の町内会加入や町内会
設立の機運を高める取り組みを行い、町内会加入や町内会設立に
つなげていきます。
　町内会啓発パンフレットを配布します。

【成果目標】
　町内会活動に参加している市民の割合　54.5%

　市民公益活動を推進するため、第5次草津市総合計画第2期基
本計画および草津市協働のまちづくり推進計画に基づき、中間
支援組織である（公財）草津市コミュニティ事業団の活動の活性
化を図り、連携・協力し市民公益活動団体への各種支援策の充
実に向けて取り組みます。

④

【取り組み】
○中間支援組織への支援
　市民公益活動団体を支援する補助金制度、講座、交流イベント等
を展開する（公財）草津市コミュニティ事業団の活動を支援します。
　（公財）草津市コミュニティ事業団運営費補助金　　69,375千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（内事業費補助金4,484千円）
○市民まちづくり提案制度の充実
　中間支援組織である（公財）コミュニティ事業団と連携を図りなが
ら、市民まちづくり提案制度のもと、協働事業を推進します。
　市民まちづくり提案事業審査委員会運営費　139千円

【成果目標】
　市民活動等の団体数　280団体

　顔の見える一番身近なコミュニティの場である“町内会”の加入
促進を通じた町内会の活性化を促進します。

③

①

【取り組み】
〇協働のまちづくり推進計画の推進
　草津市協働のまちづくり条例に基づき策定した「協働のまちづくり推
進計画」に沿って事業を推進します。
　委員会開催費　　295千円
　
【成果目標】
　協働のまちづくり推進計画の進捗管理の実施

部　長　　　　吉本　勝明

【取り組み】
○まちづくり協議会への支援
　まちづくり協議会による、地域主体の特色あるまちづくりの推進を
図るため、その活動や運営を総合的に支援します。
　・まちづくり協議会運営交付金　85,795千円
　・地域一括交付金　48,248千円
　・地域ふるさとづくり交付金　13,109千円

【成果目標】
　市民主役のまちづくりが進んでいると感じる市民の割合　20.3%

　１．現状認識
　　　（重点目標の背景となる現状・社会の動向・現場の課題など）

　２．重点目標 　　３．目標達成のための取り組みと成果目標

②

3

『市民公益活動の推進』
・少子高齢化の進展や世帯構造が変化する中で、地域課題の解
決に向けて、福祉や災害時の高齢者支援など、行政だけ、市民
だけでは解決できない問題が増大しています。
・地域や世代、主体を越えたまちづくりの関心が高まっています。

《平成２７年度　まちづくり協働部　組織目標の達成状況》　

　　４．課題解決に向けた平成２７年度の具体的な取り組み
　　　【年度末実績】

①

【取り組み実績】
　協働のまちづくり推進計画に基づき、本市の中間支援組
織として指定した草津市コミュニティ事業団と連携しなが
ら、まちづくり協議会や市民公益活動団体への支援を行
いました。

【成果目標実績】
　協働のまちづくり推進計画に基づく平成27年度の事業実
施予定について、草津市協働のまちづくり・市民参加推進
評価委員会に報告しました。

1

『市民自治の確立』
・全国的な少子高齢化の進行や人口減少社会の到来は本市に
おいても例外ではなく、行政や地域を取巻く環境が大きく変貌し
てきており、市民と行政の適切な役割分担のもと自助、共助、公
助による、協働のまちづくりが求められています。
・今後、地域課題の解決は、行政だけではなく身近な課題は地域
の自主・主体的な意思決定により解決していくことができるよう新
たな住民自治の仕組みを充実していく必要があります。

①

・まちづくり協議会や基礎的コミュニティ、市民公益活動団体、教
育機関、中間支援組織等の多様な主体との連携・協力による「協
働のまちづくり」を推進します。
・区域を代表する総合的な自治組織である“まちづくり協議会”に
よる、市民自治の確立をめざし、まちづくり協議会の運営や活動
を総合的に支援します。
・市民センター（公民館）を（仮称）地域まちづくりセンターへと転
換し、まちづくり協議会により管理運営できるよう指定管理者制
度の導入に向け取組みを進めて参ります。

重

・・・平成２７年度予算重点施策に関連する
項目には、「４．課題解決に向けた平成
２７年度の具体的取り組み」欄に左の記
号を記載しています。

重

重

まちづくり協働部　～1～



【取り組み実績】
　老上西市民センターを建設しました。

【成果目標実績】
　建設工事を完了しました。

⑦

【取り組み実績】
　建築後相当年数が経過し、施設自体の老朽化が進んで
いる笠縫市民センターの改築工事に着手しました。

【成果目標実績】
　改築工事に着手しました。

⑧

【取り組み実績】
　マイナンバー制度について、広報くさつやホームページ、
チラシにて周知、啓発を行いました。また、平成27年11月
から個人番号の通知カードを送付し、マイナンバーカード
（個人番号カード）を希望された方に、平成28年2月から交
付をしています。

【成果目標実績】
　マイナンバーカード（個人番号カード）の申請者数は、平
成28年3月末日時点で10,181人です。

⑨

【取り組み】
・市民（消費者）が、消費者被害に遭わないように出前講座などの教
育・啓発活動を継続的に推進します。
・消費者リーダー会と連携し、消費者教育推進大使のマスコットキャ
ラクター「クゥとかいな」（消費者庁）の出動および「紙芝居」・「小冊
子」・「教育用うちわ」　などの教育教材を有効に活用します。
・草津警察署との振り込め詐欺合同啓発、県内外の大型イベントへ
計画的に参加します。
・消費者月間（5月）にあわせ広域圏で啓発イベントを実施します。
・毎月広報くさつ掲載、5月・12月、緊急町内回覧、公用車等の啓発
用マグネット貼り付けを実施します。

【成果目標】
・「出前講座」　…25回程度開催予定（保・幼・小・中学校等5回、高齢
者サロン5回、街頭啓発5回、イベント出演5回、草津署合同街頭啓発
5回）
・広報くさつ　…　12回
・緊急町内回覧　…　2回
・公用車等による啓発　…2回

　コンビニ交付の利用促進のため、マイナンバーカードを１人でも
多く交付するよう努めます。

⑧

【取り組み】
　平成27年10月に個人番号通知がされ、平成28年1月から希望者に
マイナンバーカードが交付されることから、周知・啓発を進めてまいり
ます。

【成果目標】
　マイナンバーカードの交付による住民サービスの充実

⑨

【取り組み実績】
・市民の消費生活相談に対応するとともに、助言や回復に
向けた斡旋業務に取り組みました。
・被害の防止を図るため、消費者リーダー会等との連携
や、県、近隣市等と連携した啓発活動、広報くさつ等によ
る各種情報提供を行いました。

【成果目標実績】
・「出前講座」　…28回開催（中学校5回、高齢者サロン等8
回、街頭啓発4回、イベント出演11回）
・その他、広報くさつ、公用車等による啓発を行いました。

⑤

【取り組み実績】
　平成26年度に実施した基本計画、基本設計に基づき、
実施設計を実施しました。

【成果目標実績】
　実施設計を実施しました。

　１．現状認識
　　　（重点目標の背景となる現状・社会の動向・現場の課題など）

　２．重点目標

　高齢者や障害者、若者を中心に、悪質商法による苦情相談が
消費生活センターに多数寄せられています。平成26年度の相談
件数は1229件で、前年度より109件も増加しました。
　特に、高齢者を狙った振込め詐欺や健康食品の送りつけ、投
資詐欺、さらには架空請求による詐欺事犯の増加が顕著であり
ます。
　また、相談件数の第1位はインターネット関連の苦情相談で、携
帯電話やパソコンによるワンクリック詐欺、出会い系サクラサイト
による劇場型詐欺、マルチ商法などが目立ちます。
　センターによる積極的な情報提供や啓発・注意喚起にもかかわ
らず、消費者被害は児童から大学生などの低年齢層にもおよぶ
など、被害は後を絶たない状況です。

⑦

・苦情相談や消費者被害が後を絶たないことから、いわゆる「か
しこい消費者」の育成や被害予防にシフトした取組を推進しま
す。
・「消費者教育推進法」に基づき、市内の保・幼・小・中学校で消
費生活に関する出前講座を計画的に実施します。そのため、教
育委員会とも連携を図り、教育現場の意向を踏まえるとともに、
消費者リーダー会にも強力を求め、早い段階から消費者教育を
実践します。
・地域における社会資源や独自に開発した消費者教育・啓発用
教材を有効活用し、地域における高齢者や障害者などを見守る
ための消費者被害防止ネットワークの構築を目指します。

4

　　４．課題解決に向けた平成２７年度の具体的な取り組み
　　　【年度末実績】

・平成28年度の（仮称）老上第二小学校の開設に併せて、地域の
まちづくりの拠点・地域コミュニティの形成拠点である（仮称）老上
第二市民センターを建設する必要があります。
・建築後相当年数が経過し、施設自体の老朽化が進んでいる笠
縫市民センターについて、改築を行う必要があります。

⑤

・平成26年度に実施した設計業務をもとに、（仮称）老上第二市
民センターを建設します。
・平成26年度に実施した設計業務をもとに、笠縫市民センターの
改築を行います。

⑦

⑥

7

6

　平成27年10月に個人番号通知がされ、平成28年1月から希望
者に個人番号(マイナンバー)カードの交付が開始されます。平成
28年度に実施予定の諸証明のコンビニ交付を利用するには、こ
の個人番号(マイナンバー)カードが必要になります。

⑥

・老朽化が著しい公共施設等（草津合同ビル、草津市立まちづく
りセンター、草津市立人権センター、草津市社会福祉協議会）を
集約し、加えて、子育て支援の情報交流や子どもから高齢者ま
で多世代交流ができる空間等を設けることにより、中心市街地に
人、もの、情報等が集まり、多くの市民が活用しやすく交流できる
施設として、地域力を創造・発信していく（仮称）市民総合交流セ
ンターを建設するため、平成26年度に実施した基本計画・基本設
計に基づき、平成27年度は、実施設計業務を進めていく必要が
あります。

④
　賑わいや交流機能を創出する中心市街地活性化の拠点施設
の1つとして、（仮称）市民総合交流センターを建設するため、平
成27年度は、実施設計業務を実施します。

5

【取り組み】
　建築後相当年数が経過し、施設自体の老朽化が進んでいる笠縫
市民センターについて、改築工事を行います。

【成果目標】
　改築工事の着手

⑤

【取り組み】
　平成26年度に実施した基本計画・基本設計に基づき、平成27年度
は、実施設計業務を実施します。

【成果目標】
　実施設計の実施

⑥

【取り組み】
　平成28年度の（仮称）老上第二小学校の開設に併せて、（仮称）老
上第二市民センターを建設します。

【成果目標】
　建設工事の実施

　　３．目標達成のための取り組みと成果目標

重

重

重
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